
参考様式１

計　画　主　体　名 計　画　期　間

福島市
ふくしまし

令和２年度～令和６年度

＜連絡先＞

担当課 電話番号 ＦＡＸ番号 メールアドレス

福島市商工観光部道の駅整備室
施設整備係長　斎藤秀紀

024-515-6012 024-535-1401 michinoeki@mail.city.fukushima.fukushima.jp

【記入要領】

計画主体名 ・市町村名にはふりがなをふること。

・共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画主体には（代表）と記載すること。

計画期間 ・計画期間は活性化計画の計画期間を記入すること。

連絡先 ・共同計画の場合は行を追加し、すべての計画主体の連絡先を記入すること。

メールアドレス ・当該交付金に係る連絡に利用できるメールアドレスを記入すること。

農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）事業実施計画



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

Ⅱ　評価指標

具体的数値目標

３６，０００　千円

計画区域において生産された農林水産物の販売
額の増加額（36,000千円）＝（地域産の農林水産
物の販売額（129,400千円）【目標値】－地域産の
農林水産物の販売額（93,400千円）【現状値】）

地域産物の販売額の増加

第１評価指標の設定根拠

事業活用活性化計画目標の設定根拠

具体的数値目標の算出方法

事業活用活性化計画目標

第１評価指標（必須）

　福島市では、平成２８年３月策定の福島市総合計画後期基本計画(2016-2020)において、福島大笹生IC周辺地区については地域間の連携や経済交流
の場として地域振興拠点の整備をはかるなど、地域の活性化を進めることとしており、平成３０年３月に地域振興施設「道の駅」基本計画を策定した。
　地域振興施設「道の駅」においては、くだもの等の地元農産物を販売する農産物直売所、地元農産物を使用したメニューを提供するレストランにより地元
農産物の消費拡大を目的として、整備をおこなう。
　計画区域での地域産物の販売額について整備前は、当該区域に近接する農産物直売所の年間売上額を基準とし、当該区域からの販売額を算出した。
　整備後は農産物直売所での販売額の過去3ヵ年の平均額を「道の駅」販売額と合算する。

　
 
　　　※H28～H30については近接する農産物直売所の販売額から当該区域における販売額を算出した。
　　　※福島市「道の駅」概算収支シミュレーションより、年180,000千円とし、当該区域における販売額を算出した。

農林水産物等の販売・加工促進

　本市を代表する地場産業である農業との連携を強化し、「くだものの宝石箱　福島市」特産のくだも
のの提供によるブランドイメージの醸成とくだものを活かした特産品開発等の取り組みも進んでいる。
　そのような中、市内における販売拠点、交流拠点がないことから、取り組みを販売に結び付けるチャ
ンスを必要としており、そこで、道路利用者の休憩施設である「道の駅機能」、並びに地域産業の振興
を目的とした「地域振興施設」の整備をすることにより、農産物、農産加工品の販売につなげることを
目標とする。

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 3ヵ 年の平均(10位切捨) Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

93,453 93,121 93,860 93,400 93,400 93,400 93,400
－ － － 　 36,000 36,000 36,000

93,453 93,121 93,860 　 129,400 129,400 129,400
280,434 388,200Ｈ28～H30計 R4～R6計

地域産物の販売額

区域における販売額

道の駅

計



具体的数値目標

１，３３０，０００人

計画区域における交流人口の増加数（1,330,000
人）＝（計画区域外からの入込客数1,330,000人）
【目標値】－計画区域外からの入込客数（0人）【現
状値】）

第２評価指標（任意） 具体的数値目標の算出方法

交流人口の増加

第２評価指標の設定根拠
　東北自動車道と東北中央自動車道の結節点という特徴から、道路休憩施設機能を整備するとともに、地域振興の拠点として、地域産品等の紹介・提供
等により集客・交流を生み出しながら、市内観光スポット等へ送り出すゲートウェイとして整備することで、来駅者の増加を促進するものとする。

H28 H29 H30 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

- - - 1,330,000 1,330,000 1,330,000

- - - 1,330,000 1,330,000 1,330,000

0 3,990,000

区域内の入り込み客数

※福島市「道の駅」概算収支シミュレーションより、年1,330,000人の入込客を見込んだ。

道の駅

計

H28～H30計 R4～R6計



具体的数値目標

２４０　人

果樹園に立ち寄るサイクリスト人数（240人）＝果
樹園に立ち寄るサイクリスト人数（240人）（目標
値）－果樹園に立ち寄るサイクリスト人数（0人）
（現状値）

評価報告予定年（評価期間の終了直後の９月末日まで）

令和７年

【記入要領】

全般 ・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

事業活用活性化計画目標 ・事業活用活性化計画目標の項目は実施要領の別紙に掲げる項目から選択するものとする。

評価指標 ・評価指標の記載に当たっては実施要領及び「事業活用活性化計画目標の評価指標の設定について」により記入すること。

評価期間（原則として３年間の効果発現状況を把握する期間）

令和４年４月～令和７年３月

　平成30年に実施した「東北中央道と『道の駅』の活用による地域活性化社会実験」実証結果を踏まえ、（仮称）道の駅ふくしまにレンタサイクルを配備し、
通称「フルーツライン」と呼ばれる主要地方道上名倉･飯坂･伊達線沿線の豊かな果樹地帯や、日本風景街道登録ルートである「磐梯吾妻スカイライン」や
「桑折宿まちなか街道」などをはじめとする周辺地域の四季折々の景観等を活かした地域資源を自転車で巡るサイクルツーリズムを展開することにより、
サイクリスト２４０人の地域内果樹園立ち寄りを見込む。

サイクリスト人数の増加

第３評価指標の設定根拠

具体的数値目標の算出方法第３評価指標（必須）

H28 H29 H30 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

- - - 240 240 240

- - - 240 240 240

0 720

サイクリスト人数

計

H28～H30計 R4～R6計



事業活用活性化計画目標の評価指標の設定について

１．第１評価指標（必須）及び第２評価指標（任意）について

評価
指標

注１： 目標値は、事業の効果発現後３年間の目標値を平均し、１年間当たりの値として定めることとする。

注２： 現状値は、算出が可能な直近の３年間の実績値を平均し、１年間当たりの値として定めることとする。

（例：活性化計画提出年度H28の場合、現状値は、H25＝50、H26＝100、H27＝150を平均し100とする)

注３： 予測値は、算出が可能な直近の３年以上の実績値に基づき、統計的な手法等により算出することとする。

注４：

※常用労働者には、都道府県・市町村職員、事業主、法人の代表者及び無給の従事者は除くこと。

※小数第１位まで求めること（※小数第２位以下を四捨五入）。

（算出例①） 年間通して雇用する雇用者が、１年目５人、２年目及び３年目４人の場合：（５人＋４人＋４人）×12ヶ月÷12ヶ月÷３年＝4.33≒4.3人

（算出例②） １年のうち、毎年４月から８月末までの５ヶ月間雇用する雇用者が、１年目３人、２年目及び３年目５人いる場合：

（３人＋５人＋５人）×５ヶ月÷12ヶ月÷３年＝1.81≒1.8人

注５：

注６：

注７： 評価指標４について、活性化計画に地域連携販売力強化施設が含まれる場合は選択不可とする。

注８： 評価指標５の計画区域外からの入込客は、日帰り客だけでなく宿泊客等、すべてを含めた入込客とする。

２．第３評価指標（必須）について

事業活用活性化計画目標を評価するため、施設の利用計画等に応じて具体的数値目標を自由に設定する。

指標設定の例１　事業活用活性化計画目標：子ども農山漁村の交流　第３評価指標：小学生の自然体験教室開催○回

指標設定の例２　事業活用活性化計画目標：農林水産物等の販売・加工促進　第３評価指標：新商品開発○件

  農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）を活用するに当たっては、実施要領に定める事業活用活性化計画目標及びそれに対応する評
価指標を設定し、その目標の達成に必要な事業メニューを実施することとする。評価指標の設定に当たっては、項目ごとに以下に定めるところによる
ものとする。

2

3

4

事業活用活性化計画目標の評価指標の項目及び設定の考え方

雇用者数（新規就農者等を含む）の増加

○設定する目標は計画区域において整備された施設の常時雇用者数の増加数とし、以下により求めることとする。

　新規常時雇用者数（人）
　＝（活性化計画により整備した施設における常時雇用者数（人）【目標値】－既存施設等の常時雇用者数（人）【現状値】）

地域産物の販売額の増加

○設定する目標は計画区域において生産された農林水産物の販売額の増加額とし、以下により求めることとする。

　計画区域において生産された農林水産物の販売額の増加額（千円）
　＝（地域産の農林水産物の販売額（千円）【目標値】－地域産の農林水産物の販売額（千円）【現状値】）

定住人口の維持・増加

○設定する目標は計画区域における転入人数の増加数、転出人数の減少数、転入人数の減少の抑制数又は転出人数の増加の抑制数と
し、以下により求めることとする。

　計画区域における定住人口の維持・増加数（人）＝転入人数の増加数＝（転入人数（人）【目標値】－転入人数（人）【現状値】)
　計画区域における定住人口の維持・増加数（人）＝転出人数の減少数＝（転出人数（人）【現状値】－転出人数（人）【目標値】)
　計画区域における定住人口の維持・増加数（人）＝転入人数の減少の抑制数＝（転入人数（人）【目標値】－転入人数（人）【予測値】)
　計画区域における定住人口の維持・増加数（人）＝転出人数の増加の抑制数＝（転出人数（人）【予測値】－転出人数（人）【目標値】)

評価指標３の転入人数及び転出人数は、注１から注３までに定める期間に、計画区域外から計画区域内へ転入した若しくは転入すると予測さ
れる人又は計画区域内から計画区域外へ転出した若しくは転出すると予測される人の合計値とする。なお、転入人数には二地域居住（都市
の住民がその住所のほか農山漁村に居所を有することをいう）をする者を含むものとする。

○設定する目標は計画区域外からの入込客数の増加数とし、以下により求めることとする。

　計画区域における交流人口の増加数（人）＝（計画区域外からの入込客数（人）【目標値】－計画区域外からの入込客数（人）【現状値】）

5

1

滞在者数及び宿泊者数の増加

○設定する目標は計画区域内の都市農山漁村交流施設等における滞在者数及び宿泊者数の増加数とし、以下により求めることとする。

　計画区域内の都市農山漁村交流施設等における滞在者数及び宿泊者数の増加数（人）
　＝（滞在者数及び宿泊者数（人）【目標値】－既存施設等の滞在者数及び宿泊者数（人）【現状値】）

交流人口の増加

評価指標１について、常時雇用者数は、厚生労働省の毎月勤労統計調査にて調査する常用労働者と定義される者を１年単位で算出した上で
３年間の平均値を取ること。

※常時労働者とは、期間を定めずに、又は１ヶ月を超える期間を定めて雇われている者及び臨時又は日雇い労働者で、前２ヶ月の各月にそ
れぞれ18日以上雇われた者をいう。

評価指標２について、比較する既存施設等がある場合には、目標値は新しく整備する施設における販売額とし、現状値は既存施設等におけ
る販売額とする。また、比較する既存施設等がない場合には、目標値及び現状値は、計画区域における農林水産物出荷額をそれぞれ算出
するものとする。



Ⅲ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

事業メニュー名 地区名 事業内容 事業規模等 実施期間 事業実施主体
全体事業費
（千円）

交付金要望額
（千円）

交付額
算定交付率

交付限度額
（千円）

活性化計画の目標及び
事業活用活性化計画目標との関連性

備考

地域連携販売力強
化施設

大笹生地区

地域振興施設「道
の駅」等
（農産物直売施
設、地元食材提供
施設等）

農産物直売施設等
（776.4㎡）
地元食材提供施設
（520.9㎡）
(計1,297.3㎡）

令和2年度 福島市 1,535,400 376217 1/2 188,108

　福島市の果樹地帯である大笹生地区におい
て、地域間交流の拠点となる施設を整備し、地
域の生産者間の交流、生産者と観光客の交流
を促進し、生産者が、自らの地域と産業に、自
信と誇りを持ち、観光客等に対して必要な広報
を行い、地域ブランドを形成し、地域のブランド
力を向上させると共に、農・商・観の新たな連携
による取り組みにより集客機能を高めることによ
り、地域の農畜産物の生産向上と若手後継者
の育成、新たな雇用機会の確保など、地域の活
性化を図るために必要である。

【地域間交流施設につい
ては、延床面積1㎡当たり
29万円以内とする。】

当該施設対象面積
1,297.3㎡
当該施設対象交付限度額
1,297.3㎡×29万円/㎡×
1/2＝188,108,500円

1,535,400 376,217 188,108

【記入要領】

・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

・創意工夫発揮事業である場合は、事業内容欄に一体として行う事業メニュー名及び一体的に行う必要性を併せて記載すること。

・事業メニュー名欄には、実施要領の別表２の事業メニュー名を記入すること。

・地区名欄には、事業の実施地区名を記入すること。

・事業内容欄は、整備しようとする具体的な施設の内容を記載すること。

・事業規模等欄は、施設ごとの棟数と床面積、林道や森林管理道等の場合は地区名と延長など、それぞれの事業内容に応じた事業規模を記載すること。

・活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性欄は、これら目標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。

・「農泊推進対策」で実施する場合には、備考の欄にどのように「農泊」と関連するかを明記すること。

（※）「農泊」とは、農山漁村において、日本ならではの伝統的な生活体験や農山漁村地域の人々との交流を楽しむ滞在（農山漁村滞在型旅行）をいう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計



Ⅳ　他の施策との連携に関する事項

連携する施策名 事業メニュー名 地区名 連携する施策と交付対象事業の関連性等

中山間地農業ルネッサンス事業
地域別農業振興計画

「くだもの王国の発展と環境と共生する農林業を育む里づくり」を目標
に、地域農林業を支える担い手の確保・育成や農林産物の販売キャン
ペーン等の支援策を実行する。

福島市国土強靭化地域計画
防災拠点となる「道の駅」の整備により、被災地での食料・飲料水・電
力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止に備える。

【記入要領】

①交付対象となる事業のうち、実施要領第６に掲げる施策と連携して実施する事業にあっては、連携施策名、連携施策の内容及び交付対象事業との関連性を記載すること。

②連携する施策名には、実施要領第６に掲げる施策を記載すること。

③事業メニュー名欄には、実施要領の別表２の事業メニュー名を記載すること。

④地区名欄には、事業の実施地区名を記入すること。

⑤必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

地域連携販売力強化施設 大笹生



農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）年度別事業実施計画の記入について

年度別事業実施計画の記入に当たっては以下によるものとする。

記　入　上　の　注　意

1 様式の変更 様式の変更は、「事業別内容」の項における事業メニューの数に応じた行の追加及び以下に定めのあるものを除き行わないこと。

2 計画の提出年度
「計画の提出年度」の欄は当該計画を最初に提出した年度（該当予算年度）を記入すること。計画変更による再提出の場合であって
も、当初提出に係る年度のままとすること。

3 新規・変更の別
計画を新規に提出する場合は「１」、変更計画として再提出する場合は「２」を記入すること。
なお、計画の変更による再提出の場合は行を追加し、変更した部分については、変更前を（　）にし、変更後の内容を追加した行に記
入すること。

4 県名（コード）
「県名」、「県コード」の欄は、当該計画の計画主体が属する県名及び当該県の全国地方公共団体コード（総務省）を記入すること。
なお、北海道「010006」のように、コードが「０」で始まっている場合「０」は省略し、「10006」として記入すること。

5 計画主体（コード）

「計画主体名」、「計画主体コード」の欄は、当該計画の計画主体名及び当該計画主体の全国地方公共団体コード（総務省）を記入す
ること。なお、札幌市「011002」のように、コードが「０」で始まっている場合「０」は省略し、「11002」として記入すること。
　また、共同申請の場合にあっては計画主体名に共同申請に係る計画主体を併記し、「計画主体コード」の欄は代表の地方公共団体
コードを記入すること。

6 市町村名・地区名 事業を実施する市町村名、地区名を記入すること。

7 地域指定状況
事業を実施する地域の指定状況を記入すること。地域とは実施要領別表１の交付額算定交付率欄に定める振興山村、過疎地域、離島振
興対策実施地域、半島振興対策実施地域、特定農山村地域、特別豪雪地帯、急傾斜地畑地帯及び奄美群島とし、指定されている地域欄
に「１」を記入すること。

8 計画期間最終年度 活性化計画の期間の最終年度を記入すること。

9 離島振興計画
離島振興法（昭和28年法律第72号）第4条第１項に規定する離島振興計画に基づいて実施する事業である場合は、「事業別内容」の項
に「１」を記入すること。

10 輸出促進条件整備事業 輸出促進に資する事業である場合は、「事業別内容」の項に「１」を記入すること。

11
耕作放棄地の解消に向けた取
組

計画主体が耕作放棄地の解消に向けた取組を行う場合は、「事業別内容」の項に「１」を記入すること。
なお、耕作放棄地の解消に向けた取組を行う場合とは、計画主体が農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第５条に規定する
農業経営基盤強化促進基本方針又は同法第６条に規定する農業経営基盤強化促進基本構想に沿って取組を実施している又は事業実施期
間中に実施することが確実であると見込まれる場合とする。

12 地域再生計画
地域再生法（平成17年法律第24号）第５条第１項に規定する地域再生計画に位置づけられている事業である場合は、「事業別内容」の
項に「１」を記入すること。

13 定住自立圏共生ビジョン
定住自立圏構想推進要綱（平成20年12月26日総行応第39号総務事務次官通知）第６に規定する定住自立圏共生ビジョンに位置付けられ
ている事業である場合は、「事業別内容」の項に「１」を記入すること。

14 国土強靱化施策
強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（平成25年法律第95号）第13条に規定する国土強
靱化地域計画に位置付けられている事業である場合には、「事業別内容」の項に「１」を記入すること。

項　　目

他
の
施
策
と
の
連
携



記　入　上　の　注　意項　　目

15
福祉、教育、観光等と連携し
た地域活性化に向けた取組

農山漁村の共生・対流等に係る連携プロジェクトに関連した取組に該当する場合は、「事業別内容」の項に「子ども農山漁村交流プロ
ジェクトの取組」は「１」、「「農」と福祉の連携連携プロジェクトの取組」は「２」、「農観連携プロジェクトの取組」は「３」、
「空き家・廃校活用交流プロジェクトの取組」は「４」、「重点『道の駅』の取組」は「５」、「ジオパークによる地域活性化の取
組」は「６」を記入すること。

16
女性の能力の積極的な活用に
向けた取組

農林水産業及び農山漁村の活性化のための女性の能力の積極的な活用について（平成24年４月20日付け経営第3691号農林水産事務次官
依命通知）の基本方針に基づいた取組である場合は、「事業別内容」の項に「１」を記入すること。

17
中山間地農業ルネッサンス事
業

中山間地農業ルネッサンス事業実施要綱に定める地域別農業振興計画の支援事業に、本事業を位置づけている場合は、「事業別内容」
の項に「１」を記入すること。

18 指定棚田地域振興活動計画
棚田地域振興法（令和元年法律第42号）第８条第２項に定める指定棚田地域振興活動計画に、本事業を位置づけている場合は、「事業
別内容」の項に「１」を記入すること。

19 事業メニュー番号
事業メニュー番号は、実施要領別表２のものとし、「創意工夫発揮事業」は「８０」、「農山漁村活性化施設整備附帯事業」は「８
１」とすること。

20 事業メニュー名
①事業メニュー名は実施要領別表２の事業メニュー名、「創意工夫発揮事業」又は「農山漁村活性化施設整備附帯事業」を正確に記入
すること。

②複数の施設等の整備を計画する場合は、原則一つの事業メニュー毎、また、一つの事業メニューの実施が複数の要件類別、支援及び
事業内容（以下「要件類別等」という。）に該当する場合には要件類別等毎に一行で記入すること。
ただし、一つの事業メニューの実施が複数の要件類別等に該当する場合において、交付額算定交付率が同じ要件類別等にあっては、
「要件類別等番号」の欄のみを複数の行に番号を記載し、これ以外の欄は一行でまとめて記入しても構わない。

③実施要領別表２の事業メニュー⑬高生産性農業用機械施設により活動火山対策特別措置法（昭和４８年法律第６１号）第１９条第１
項に規定する防災営農施設整備計画に基づく洗浄機械又は飼料作物栽培管理機械施設の整備を行う場合は「事業メニュー名」の欄に
「高生産性農業用機械施設（活動火山対策事業）」と記入すること。

21 要件類別等番号

実施しようとする実施要領別表３の事業メニューに対応する要件類別等の番号を記入すること。
なお、「創意工夫発揮事業」及び「農山漁村活性化施設整備附帯事業」に係る要件類別等については、これらを一体的に行うことによ
り効果が増大される事業メニューに係る要件類別等（複数の事業メニューの効果を増大する場合は代表の事業メニューの要件類別等）
を記入すること。

22 事業内容及び事業量

事業メニュー毎に、整備しようとする施設等の規模、事業内容等について簡潔に記入すること。
（例）「農産物直売施設：１棟、５００㎡」、「トマト処理加工施設：１棟、３００㎡」　「農産物包装機械：１台」　棟
また、「本年度」の「事業内容及び事業量」の欄には本年度に実施しようとする施設等の規模、事業内容等を記入すること。
（例）「農産物直売施設：１棟、５００㎡」等

23 事業実施期間
事業メニューごとに、当該事業の実施期間を記入すること。
（例）平成28年度から平成30年度まで実施する場合は「H28～H30」と記載

24 事業実施主体
事業実施主体の名称を記載すること。
（例）●●農業協同組合、●●農業生産有限会社、●●森林組合、●●漁業協同組合　等

25 全体事業費 事業メニューごとの振興交付金の交付対象とならない事業費を含む総事業費を記入すること。

26 交付対象事業費 事業メニューごとの振興交付金の交付対象となる事業費のみを記入すること。



記　入　上　の　注　意項　　目

27 交付金額
事業メニューごとの交付金総額を記入すること。なお、ハード事業又はソフト事業ごとの交付金額の合計は交付限度額の合計の範囲内
である必要があることに留意すること。なお、千円未満は切り捨てることとする。

28 交付額算定交付率 事業メニューごとに、実施要領別表３に定める交付額算定交付率を記入すること。

29 交付限度額
事業メニューごとに、交付対象事業費に交付額算定交付率を乗じて求められる額を記入すること。
なお、千円未満は切り捨てることとする。

30 前年度まで 事業メニューごとに、前年度までに実施した事業に係る全体事業費、交付対象事業費及び交付金額を記入すること。

31 本年度

事業メニューごとに、本年度に予定している事業に係る全体事業費、交付対象事業費、交付金額、県費、市町村費、その他（農協等事
業実施主体負担等）、本年度末進捗率、単年度交付限度額、仕入れに係る消費税相当額を記入すること。なお、単年度の交付金の合計
額が単年度交付限度額の合計の範囲内である必要があることに留意すること。
また、「消費税仕入控除税額」の欄には、これを減額した場合には減額した金額を、同相当額がない場合には「該当なし」と、同相当
額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。減額した金額を記入した場合は、「本年度」の欄の「全体事業費」、
「交付対象事業費」、「交付金額」、「県費」、「市町村費」、「その他」の欄は当該消費税相当額を含まない額を記入すること。

32 本年度までの累計 事業メニューごとに、本年度までの累計の全体事業費、交付対象事業費及び交付金額を記入すること。

33 翌年度以降（予定） 事業メニューごとに、翌年度以降の全体事業費、交付対象事業費及び交付金額の予定額を記入すること。

34 備　考
備考欄には、事業を行うに当たって、交付対象物件を担保にし、自己資金の全部又は一部について融資を受ける場合には「融資該当
有」と記入の上、その内容（金融機関、制度資金名、融資を受けようとする金額、償還年数、その他必要な事項）が記載されている書
類を添付すること。

35 ①事業費計
「全体事業費」、「交付対象事業費」、「交付金額」、「交付限度額」、「県費」、「市町村費」、「その他」、「単年度交付限度
額」、「消費税仕入控除税額」の合計をそれぞれ記入すること。

36 ②市町村附帯事務費

市町村附帯事務費の額を記入すること。なお、附帯事務費の交付率は１／２以内とし、その取り扱い等については農山漁村振興交付金
交付要綱（平成28年４月１日付け27農振第2327号農林水産事務次官依命通知）及び農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）の
附帯事務費及び工事雑費の取扱いについて（平成28年４月１日付け27農振第2343号農村振興局長通知）により定められていることに留
意すること。

37 ③県附帯事務費

県附帯事務費の額を記入すること。なお、附帯事務費の交付率は１／２以内とし、その取扱い等については農山漁村振興交付金交付要
綱（平成28年４月１日付け27農振第2327号農林水産事務次官依命通知）及び農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）の附帯事
務費及び工事雑費の取扱いについて（平成28年４月１日付け27農振第2343号農村振興局長通知）により定められていることに留意する
こと。

38 総合計（①＋②＋③） ①事業費計、②市町村附帯事務費及び③県附帯事務費の合計額を記入すること。

39

計画主体が共同で活性化計画の作成を行う場合であって、各々の計画主体ごとに交付金の交付申請手続きを行う予定である場合は、そ
の計画主体ごとの内訳を記入すること。
また、内訳の合計は、それぞれの項目ごとに、①から③までに計上される金額と一致することに留意すること。
なお、交付金の申請を行う計画主体の数に応じて行の追加を行うこと。

共同で計画作成を行う場合の内訳



Ⅴ　農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）年度別事業実施計画

離島振興
計画

輸出促進条
件整備

耕作放棄地
の解消に向
けた取組

地域再生
計画

まち・ひと・しご
と創生寄附活

用事業

定住自立圏
共生ﾋﾞｼﾞｮﾝ

国土強靱化
施策

福祉、教育、観光
等と連携した地
域活性化に向け

た取組

女性の能力の
積極的な活用
に向けた取組

地域別農業振
興計画

次世代農業農
村振興計画

指定棚田地域
振興活動計画

事業別内容 R2 1 福島県 70009 福島市 72010 福島市 大笹生地区 ○ ○ R6 1 1

①事業費計

②市町村等附帯事務費

③県附帯事務費

総合計（①＋②＋③）

共同で計画作成を行う場合の内訳

市 事業費（ハード）

市町村等附帯事務費

県 事業費（ハード）

都道府県附帯事務費

市町村等附帯事務費

該当する連携
施策の番号｢
１～６｣を全て

記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
｢１｣を記載

半島
振興

離島
振興

豪雪
地帯

急傾
斜地

計画期間
最終年度

奄美
群島

地域指定状況

他の施策との連携

指定
棚田
地域

連携施策は
「１」を
記載

計画
の
提出
年度

新規
・

変更
の
区別

新規
「１」
変更
「２」

都道府県 計画主体

名称

コード
（地方公共
団体コード
番号（総務
省））

名称

コード
（地方公共
団体コード
番号（総務
省）） 山村

振興
過疎
地域

特定
農山
村

市町村名 地区名



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円

27
地域連携販売力
強化施設

2-第1-(1)

農産物直売施設等
（776.4㎡）
地元食材提供施設
（520.9㎡）
(計1,297.3㎡）

R2 ～ 福島市 1,535,400,000 376,217,000 188,108,000  1/2 188,108,000 0 0 0

農産物直売施設等
（776.4㎡）
地元食材提供施設
（520.9㎡）
(計1,297.3㎡）

1,535,400,000 376,217,000 188,108,000 241,951,000 1,105,341,000 0 100 188,108,000 該当なし

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

1,535,400,000 376,217,000 188,108,000 188,108,000 0 0 0 1,535,400,000 376,217,000 188,108,000 241,951,000 1,105,341,000 0 188,108,000 0

1,535,400,000 376,217,000 188,108,000 188,108,000 0 0 0 1,535,400,000 376,217,000 188,108,000 241,951,000 1,105,341,000 0 188,108,000 0

　 　

　

市町村費 そ　の　他

年度末
進捗率

(Ｅ)

全体事業費実施期間
交付金額

(千円未満切捨）

交付額
算　定
交付率
（Ｂ）

交付金額

(千円未満切捨）

県費

交付限度額

(Ｃ)＝(Ａ)×(Ｂ)
(千円未満切捨）

事業実施
主体

交付対象
事業費

（Ａ）

事業内容
及び
事業量

全体事業費

全　　体　　計　　画

全体事業費

交付金額

(Ｄ)

単　年　度
交付限度額

(Ｃ)×(Ｅ)－(Ｄ)
(千円未満切捨）

消費税仕入
控除税額

交付対象
事業費

交付対象
事業費

前　年　度　ま　で 本年度

事業内容
及び
事業量

事業メニュー名
要件
類別等
番号

事　業
メニュー
番　号



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

1,535,400,000 376,217,000 188,108,000 0 0 0

国土強靱化施策R2・2
策定

1,535,400,000 376,217,000 188,108,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,535,400,000 376,217,000 188,108,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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